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Ⅰ．はじめに 
平成 20 年より厚生労働省は、内臓脂肪型肥
満に着目した「メタボリックシンドローム」の概念を
導入し、その要因となっている生活習慣を改善す
るための保健指導を行い、糖尿病等の生活習慣
病の有病者・予備群を減少させることとした１）。保
健指導は、医師、管理栄養士、保健師を中心に、
対象者が健診結果に基づき自らの健康状態を
認識した上で、代謝等の身体のメカニズムと生活
習慣（食習慣や運動習慣等）との関係を理解し、
生活習慣の改善を自らが選択し、行動変容に結
びつけ、セルフコントロールできるように支援する
ことである。特定保健指導の上で、その中心とな
るコントロールが栄養・食事の面である。対象者
の栄養管理の状況が、特定保健指導の効果で
あり、評価となることが考えられる。ここでは、保健
指導としての栄養指導についての考え方や活動
事例を通して管理栄養士の役割を考えたい。 
 
Ⅱ．行動変容の考え方 
保健指導は、対象者が自ら選択した生活習
慣の改善を行動変容に結びつけられるように
支援することである。支援を必要とする理由は、
改善したい行動を１回だけしか実行できなけれ
ば効果は得られないため、改善したい行動を
継続的に実施することを第一に考えるからであ
る。保健指導が、対象者の生活習慣の中の行
動を変えることとなるので、「行動変容」を促す
支援と位置づけることができる。 
「行動変容」は、無意識で行なっていた行動
を意識的に変え、変えた行動を無意識にでき
るようになることと私は位置づけている。例えば、
駅の改札からホームに行くときに、階段の方へ
向かって行くか、エスカレーターの方へ向かっ
て行くか、思い浮かべてほしい。無意識にエス
カレーターに向かって歩いていた行動を意識
的に階段へと向かわせ、半年後には、無意識
に階段に向かうようになれば、行動が変容した
ことになる。また、この行動変容により、活動量
を高めることができる。このように、行動変容を
取り入れるということは、意識を変えることによっ
て、行動を変化させ、さらに継続させることによ
り、メタボリックシンドロームの予防と改善を行う
ことである。 
 
Ⅲ．エネルギー消費量とエネルギー摂取量の
考え方 
メタボリックシンドロームの予防と改善のため
の行動変容は、過剰なエネルギーの摂取とな
らない生活をすること、改善には、内臓に蓄積
された脂肪を解消することである。そこで、エネ
ルギーの摂取と消費について考える。 
私たちは、生きるためにエネルギーを消費し、
食物からエネルギーを得ている。意識していな
い部分だと思うが、１日のエネルギー消費量と
エネルギー摂取量の完璧な平衡を目指すこと
はできるのか考える。 
例えば、朝、起きて、あくびを２回して、洗面
所まで 15 歩で歩くことを予想し、そのエネルギ
ー消費量を考え、前日の夕食を食べているか。
または、食事のときに、肉は１５回、豆腐は５回、
魚は１０回と噛む回数を決め、消化器系でのエ
ネルギー消費量を考えて食べているか、エネ
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Ⅴ ．特定保健指導における食生活の目標設定
の具体的ポイント 
ルギー消費量に影響する活動、環境、ストレス、
身体の調子や使い方などの状況（変化）を予
測して、食べることは不可能である。このように、
私たちのエネルギーの出納は、結 果として評
価することしかできない。毎年実施している健
康診断は、その評価として最も活用できるデー
タを提供してくれる場であると考える。 
具体的なポイントは、エネルギー摂取量を減少
させる手段を対象者が理解し、対象者ができると
ころからはじめていくことにある。そのポイントにつ
いてまとめる 2)。 
私たちは、献立を立て、食品を調理し、食事を
してエネルギーや栄養素を得ている。エネルギー
摂取量を左右する要因は、食品の持つエネルギ
ー量、調理法、調味料、嗜好品の摂取量である。 
行動変容を意識した食生活の改善は、結果
として得られるエネルギーや栄養素などのさま
ざまな出納を身体の状態に合わせて対象者自
身がコントロールできるようにすることであると考
える。 １．食品のエネルギー量 
 日本食品成分表には、日本で使用されている
食品の 100g あたりのエネルギーや栄養素が生だ
けでなく、調理した状態のデータも記載されてい
るので、そのデータを利用し、対象者の食傾向に
よって、対象者が普段食べている量に直し、教材
を作ることができる。 
Ⅳ．行 動変容 を意識 した食 生 活改善 の支 援
過程 
行動変容を意識した食生活の改善のための対
象者への支援過程を下記のようにまとめた。 
① 身体の情報を理解するために出納の結果で
ある健診結果の理解を促す。 
② 身体の変化に敏感になるために身体の日誌
をつけることを勧める。身体の日誌の内容は、
最低でも起床時排尿後の体重測定を毎日行
ない、変動について前日の行動（活動や食べ
ること）を振り返り考察することを習慣となるよう
に指導する。 
２．調理法 
調理法には、生、焼く、蒸す、揚げる、炒める、
茹でる、煮るなどがある。調理法による油の使用
量とそのエネルギー量の知識を対象者が習得す
ることにより、意識なくとっていた油の摂取量を意
識的に減らすことが可能となる。 ③ 何をすべきか課題を見 つけるために現 状の
身体を作り出した原因を探る手伝いをする。
身体をどのように変化させるか考えることで、
課題を見つけやすくなる。 
３．調味料 
調味料は、使用する量は少なくとも、エネルギ
ーを摂取する。特に主な材料として油から作られ
ているマヨネーズやドレッシングは、エネルギー量
が高いので使う量と頻度を管理すべきである。調
味料の使用量は、個人差が大きいため、食事記
録票から使用が認められた場合には、その使用
量を把握し、調味料の持つエネルギー量につい
て教育を行い、対象者が使用量を管理できるよう
にする。 
④ 課題を実行するために必要な知識を習得し
てもらう。 
⑤ 実 行 することを具 体 的 に考 える手 伝 いをす
る。 
⑥ 実行する際、支援する。 
⑦ 評価することによって、効果を実感してもらう。 
 
対象者が①～⑥を継続して実施するための知
識やスキルの提供や支援を管理栄養士や保健
師が保健指導として実施する。また、⑦の評価は、
対象者へのやる気の継続という意味だけではなく、
保健指導の問題点の抽出と改善に役立つ。 
 
４．菓子類 
菓子類は、栄養成分表示を確認し、食べる量
を管理する。食事からのエネルギー摂取量が少
ないために菓子類の摂取量が多くなっていること
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がある。アセスメントにおいて、食事からのエネル
ギー摂取量が少ない場合には、食事量と菓子類
の摂取量の管理を同時に行うことが必要となる。
食事量が確保されている場合には、プランニング
シートに沿ったエネルギー摂取量のマイナスのた
めに菓子類の摂取量の計画を立て、実行する。 
５．アルコール 
アルコールの指導は、エネルギー摂取量だけ
ではなく、アルコール濃度についても行い、エネ
ルギーと体調の管理能力を習得してもらう。さらに、
アルコールを普段よりも多量に飲む機会がある場
合には、その前後の食事でエネルギーのコントロ
ールができるように、教育することも重要である。 
６．果物 
果物は、腹囲（体重）を減少させたい対象者に
とって、果物の持つ糖質からのエネルギーを中心
に考えるべきであり、エネルギー摂取量をマイナ
スにするための目標となりうる。その際の改善計
画には、果物を食べる量、頻度、タイミングを考え
る。量と頻度に関しては、エネルギーのマイナス
値から考えることができる。タイミングは、果物を食
べたあと、身体活動量がある程度、見込まれると
きに食べることができると考えるとわかりやすい。 
 
Ⅵ．具体的な例 
食生活の中にある行動を変化させる指導の
ポイントは、課題となる行動における食品や料
理の種類・量・質・頻度を考えることである。そ
こで、メタボリックシンドロームの予防と改善のた
めの「行動変容」について、実際にどのような行
動を、変容させていくか、いくか例を挙げて説
明する。 
1. 早食いは過食につながり、肥満を誘発す
る行動であるため、改善することを勧める。
早食いの習慣を変えるために噛む回数を
増やす。咀嚼（噛むこと）は、意識化でも無
意識化でもできることである。そのため、意
識して回数を多くしない限り、噛む回数が
多くならない。会話を楽しみながら食事を
しているときには、噛む回数に意識するこ
とはなく無意識に適当な回数を噛んでか
ら嚥下（飲み込み）することになる。無意識
で行っている噛む回数を意識して増加さ
せ、多くなった回数（１口 30 回以上が目
安）が無 意 識にできるようになって、噛む
回数が多くなれば、食事に時間がかかるよ
うになり、早食いの習慣が変わったことに
なる。早食いが解消され、食事時間が 20
分以上確保されれば、満腹中枢への刺激
により過食を防止することができる。 
2. ジュースからのエネルギー摂取量を減らし
たい場合には、１回に飲む量をコントロー
ルする方法と頻度を少なくする方法がある。
どちらの方法にしても、最初に行なわなく
てはならない行動変容として、買い物のと
きにジュースを買うべきかを判断しなくては
いけない。次に購入した量をいつまでに飲
み終えるかの計画を立てることが必要であ
る。例えば、1 リットルのパックを１週間で飲
む（今までは、３日間で飲んでいた）と計画
を立てる。さらに、１杯（200ｃｃ）を５日間に
するか、軽く 1 杯（150ｃｃ弱）を毎日飲むか
を選択する。計画に合わせて意識的にジ
ュースを飲む。無意識に飲む量や頻度が
減るようになれば、行動が変わったことに
なる。お菓子からのエネルギーを減らした
い場合も同じ方法を用いるとよい。この行
動変容を成功させる秘訣は、買わなけれ
ば、それ以上飲むこと（食べること）ができ
ないので、最初に買い物を考えることが重
要なポイントとなる。 
3. 揚げ物を食べる頻度を減らすことを考えて
みる。最初に外食や献立を立てるときに揚
げ物かどうかを把握できなければ頻度を変
えることができない。そこで、栄養教育で揚
げ物についての知識を対象者に習得して
もらう。揚げ物には、てんぷら、かつ、フライ、
コロッケ、唐揚、さつま揚げ、あげ、厚揚げ、
揚げ出し豆腐などがるまた、中華 料理に
は酢 豚 のように材 料 をすべて揚 げてから
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味付けをする料理が多いので注意が必要
である。さらに、市販のお弁当には、シュウ
マイが揚げてあったり、オムレツが揚げてあ
ったりすることがあるので、しっかり把握す
ることも必要となる。次に無意識に食べた
いものを選択していた状態で、１週間に何
品、揚げ物料理を食べているか把握する。
この把握に必要となるのが、食事記録であ
る。この記録の目的は、頻度を調べること
にあるので、食べたものを記録するだけで
量を記録する必要はない。例えば、記録
から週 21 食中 16 食で揚げ物を食べてい
た場合には、１週間で 10 食という計画を立
てる。４日間は１日１食、３日間は１日２食
で揚げ物メニューを選ぶことができる。１日
１食の日には、その１食を朝にするか、昼
にするか、夜にするか、計画を立てなくて
はならない。「昼は外 食 になるから、揚げ
物を食べよう！」と計画したならば、朝食と
夕食は、揚げ物なしのメニューを選択する。
意識的に揚げ物の頻度を考えて選択する
うちに、無意識に揚げ物を把握して選択
頻度が少なくなったなら、行動が変わった
ことになる。 
4. 塩分の摂取量を減少させるために、しょう
ゆのかけ方を変えてみる。例えば、漬物に
無意識でしょうゆをかける動作を思い出し
てほしい。グルッと１回転させるようにかけ
ている場合には、最初に意識してしょうゆ
をかけずに漬物を食べて、ほんとうにしょう
ゆが必要である塩味かの判断をする習慣
をつけなくてはならない。足りないのであれ
ば、漬物にしょうゆを直接かけるのではなく
て、小皿にしょうゆを入れてつけて食べる
ようにする。ここで考えていただきたいのは、
塩味はどこで楽しむかである。舌に触る部
分に塩 味があればよいのである。もしも、
上顎で味わうのであれば、漬物全体にしょ
うゆの味がついていなくてはならないであ
ろう。しかし、舌で味わうので、全体にしょう
ゆをかける必要はない。刺身を食べるとき
も、刺身の両面をしょうゆに浸す人がいる
が、上顎でも味わうのか考えてほしい。味
わうところ（舌の触るところ）にだけしょうゆを
つけることを意識的に行い、無意識にしょ
うゆをつける部分が味わうところになったな
らば、行動が変わったことになる。 
 
健康を保つためにさまざまな行動を変えるこ
とが必要である。今回挙げた行動以外にも、食
事時間の管理、献立に野菜料理を多く取り入
れる、盛り付け量を減らす、麺を食べるとき汁を
飲み干さない、コーヒーや紅茶に砂糖を入れる
量を減らすなどがある。 
 
Ⅶ．おわりに 
メタボリックシンドロームの改善と予防のための
食生活には、対象者の生活や環境の多様性から、
対象者の人数だけ栄養管理の形態があると考え
られる。対象者が、腹囲を減少させることへのメリ
ットを理解してから目標を実行し、その対象者を
管理栄養士などの支援者が熱意を持って支援す
ることで、対象者の行動が変化し、内臓脂肪を減
少するという効果を挙げる保健指導ができると確
信している。また、そのためには、管理栄養士が
知識・スキルともに高め、対象者により効果的な
保健指導を実施するべきである。 
 
 
引用文献 
1) 厚生労働省、標準的な健診・保健指導プログ
ラム（確定版）、2006 
2) 金川克子、津下一代、鈴木 志保子、宮崎美
佐子、「新しい特定健診・特定保健指導の進
め方」、東京、中央法規出版、2007 
 
 
